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B）会議室

　本市場管理要員による全体会議では 48 名の要員全員が参加者となる。また、全体会議

の形態は机を囲む協議ではなく、管理要員から現場要員への指示や報告といった性格の会

議が多いと考え、机を囲まない会議を規模設定の条件とし、54 ㎡の会議室を配置するこ

ととする。図３―6 に会議室レイアウトを示す。

図３－６　会議室レイアウト図　　　（単位：㎜）

C）保健室

　保健室に必要とされる備品類はベッド 2 台、事務机・椅子 1 セット、書類・備品棚等

と考えられる。また、応急処置用のトイレ等が必要と考えられるが、これらは隣接する管

理要員用のトイレの利用が可能であるため、看護士用の洗浄用手洗 1 個を保健室内に設

置することとする。看護士による応急処置等の機能や備品類の配置を考慮すれば、27 ㎡

の床面積を有する保健室が適切である。図３―7 にレイアウトを示す。

図３－７　保健室レイアウト図　（単位：㎜）
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D）その他

　その他、管理事務所内の共用部分となる廊下、階段については対面歩行に支障のない 1.5

～1.6ｍ幅として計画することとする。

　トイレについては、便器手洗等の衛生器具を各 1 個備えた規模で 1 階に男女別のトイ

レ 2 室、2 階に男性用 1 室を配置する計画とする。

　統計資料室については、事務机 2 台と書棚が配置できる程度、約 12 ㎡の 1 室を計画す

るものとする。図３―8 に同室のレイアウトを示す。

図３－８　統計資料室レイアウト図　　（単位：㎜）

７）公衆トイレ・シャワー

A）公衆トイレ

　本プロジェクトでの公衆トイレの衛生器具の利用特性は、学校、競技場等のように休憩

時間等に集中利用される形態とは異なり、概ねランダムに利用される形態（任意利用形）

とみなせる。任意利用形の施設における器具数の算定は、トイレ利用者数を基準にして推

定する方法が一般的である。公衆トイレは、小売人、仲買人のほか、一般買物客も利用す

ると考えられるが、一般買物客の利用は、小売人、仲買人と比較するとかなり少ないもの

と考えられる。これらを勘案し、表３―8 のようにトイレ利用者数を設定した。なお、市

場の利用者は女性が多いため、男性の割合は 2 割程度とみなし、その比率を男：女＝1：

4 と設定している。
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表３－８　衛生器具使用人数の設定

性別
利用者別

男 女
合計 仮定の根拠

小売人 52 212 264 小売場数

仲買人 30 120 150 1 卸売ブロックあたり 5 人

購買客 8 32 40 小売・仲買人合計数の 10%程度の利用者

合　計 90 364 454

　上表の利用者数を基に、我が国の基準（空気調和・衛生工学会）に照らし合わせると、

「時々待つことのあるレベル」での各衛生器具数の推奨値は表３―9 に示す数値となる。

したがって、男性用大便器 3 ヶ、小便器 3 ヶ、手洗器 2 ヶ、女性用便器 7 ヶ、手洗器 5

ヶを整備する計画とする。

表３－９　衛生器具数の設定

衛生器具
性別

大便器 小便器 手洗器

男 3 3 2

女 7 5

B）シャワー

　シャワー数については、トイレの算定方法に準ずるものとみなし、本プロジェクトの現

場スタッフ計 36 名を利用対象者として、男女比を 1：1 と設定すると、器具数の推奨値

は 2 となる。よって、男女それぞれに 2 ヶ所のシャワーを管理事務所内に整備するもの

とする。

８）付帯設備

A）受変電設備、非常用発電機設備

　受電用変圧器は、市場施設全体の電気設備容量を有し、ギニアで通用している仕様の機

種を選定する。一次側幹線はギニア側負担工事により変圧器の端子に引込まれ、電力は変

圧器で降圧して主受電盤に供給し、分岐されて各施設に配電される計画とする。卸売市場

と管理事務所には配電盤を設置して主受電盤から幹線により電力を供給するが、小売市場

と薫製魚倉庫には配電盤を設置せず、主受電盤に回路遮断器を組込んで電力を供給する計

画とする。

　非常用発電機は供給範囲の電気容量に見合う適切な機種のディーゼル発電機とし、停電

時と復旧時の公共電力との切替は手動式として計画する。
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B）場内給水装置

　既存のケニアン製氷・冷蔵庫施設の 1999 年 9 月から 2002 年 4 月までの間の運用記録

によると、2～3 ヶ月に 1～2 回、13～17 時間程度の断水記録がみられる。したがって、

受水槽容量の規模算定にあたっては、施設の運営において 15 時間程度の連続断水に対処

可能な程度の規模とし、1 日の使用量の 65%容量相当の受水槽を整備するものとする。

９）付帯施設

A）機材倉庫

　機材倉庫に収納管理する対象は、手動フォーク、台車、台秤等があり、概ね 10～13 ㎡

の面積に納まる。これに倉庫内通路や収納作業のスペース及び柱間などを勘案し、卸売市

場の一画に 31.2 ㎡の床面積の機材倉庫を計画することとする。

B）機械室

　機械室に設置される機器類全体が占める平面積は約 14 ㎡となる。これに機器類周囲の

点検通路、保守作業等のスペース及び柱間などを勘案し、床面積 78 ㎡の規模の機械室を

計画する。なお、関連機器類であるコンデンサーは、機械室に面する外部に設置する計画

とする。

１０）外構

A）駐車場

　卸売市場への冷凍魚の搬入車両は 4～5 トン積の大型トラックが多く、午後 3～7 時頃

に集中する。搬入荷捌作業が重複する場合に対処し、大型トラックが 2～3 台程度待機で

きる場所を荷捌場付近に計画することとする。

　卸売市場への生鮮魚の搬入、卸売場からの冷凍魚・生鮮魚搬出用車両、仲買人・小売人

用の車両等については、自家用車、普通乗用車の乗合タクシー、乗合ワゴン車が用いられ

ている。それぞれ午前中に集中して卸売市場を訪れる。卸売市場からの搬出にあたっては、

車両が卸売場に後付けされて搬出荷捌されるよう計画するとともに、卸売市場の周辺に 21

台分の駐車スペースを配置する。市場管理要員用の車両については、来客用 2 台分を含

めた計 7 台分の駐車スペースを管理事務所前に計画する。
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　小売市場利用者の交通手段は乗合タクシーと乗合ワゴン車が圧倒的に多い。これらの車

両は公共的な交通手段であり、小売市場の利用者を客とするため、小売市場周辺に待機す

る場所が必要となる。したがって、小売市場の周辺に砂利舗装による待機場所を計画する。

　薫製魚倉庫には、大型車両により定期的に薫製魚が補給される。そのため、薫製魚倉庫・

荷捌区画の前面に 6 メートル幅の車両進入路を計画する。

B）排水路

　公衆トイレ等からの汚水排水については、使用者数にみあった同国の標準的な仕様と寸

法による現場築造式の浄化槽と浸透桝を設置して排水する計画とし、臭気に対しては防臭

管を設置するなどの配慮をする。

C）ゴミ一時集積場

　ゴミ一時集積場内のゴミ置場は、コンクリートの土間の仕様とし、周囲に 1.2ｍ高の腰

壁を設置し、ゴミが散乱するのを防ぐ計画とする。また、鋼製コンテナを使用する作業に

対しても対応できるよう、ゴミ置場の平面寸法は 3ｍ×6ｍとする。なお、清掃作業が容

易となるように 9 ㎡の清掃用具庫及び給水栓、排水桝各 1 個の給排水設備を併設する計

画とする。



3―33

３－２－２　基本計画

　現地調査による要請内容の希望規模、及びこれに対して行った国内解析の結果としての

協力対象事業の内容の比較を表３－１０、表３－１１に示し、併せて、希望規模と協力対

象事業の内容の間に大幅な差異がある場合、その背景を示した。

表３－１０　施設要請内容の希望規模と協力対象事業の内容との比較

施設・機材名 要請希望規模 協力対象事業 希望規模との差異の背景等

卸売施設 1,300 ㎡ 1,182 ㎡、卸売市場

小売施設 1,300 ㎡ 1,120 ㎡、小売市場

保管施設 計 500 ㎡ 計 324.13 ㎡

　冷凍庫 30 トン収容
30 トン収容

2 室、計 109.52 ㎡

　製氷・貯氷施設 日産 10 トン製氷

日産 5 トン製氷、

10 トン貯氷

1 室、19.36 ㎡

仲買人等の氷購入量の現状を

考慮し、必要量を算定。

　冷蔵庫 10 トン収容
魚箱 45 箱分収容

1 室、12.25 ㎡

生鮮魚の冷蔵保管の現状を考

慮し、収容量を算定。

　薫製魚倉庫 6 室、計 180 ㎡ 5 室、計 183.0 ㎡
薫製魚仲買人組合数が 5 組合

であることを考慮。

管理事務所 430 ㎡
延 432 ㎡

（保健室含む）

公衆トイレ・シャワー 1 棟 1 棟

付帯設備

　非常用発電機 必要規模
非常用発電機：

100KVA

　給水設備 必要規模
受 水 槽 ：38 ㎥

高架水槽：12 ㎥

外構施設

　駐車場 必要規模 ｺﾝｸﾘｰﾄ・砂利舗装

　雨水・汚水排水 必要規模
汚水浄化槽、

阻集器、浸透桝

　ゴミ一時集積場 1 ヵ所 1 ヵ所
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表３－１１　機材要請内容の希望規模と協力対象事業の内容との比較

施設・機材名 要請希望規模 協力対象事業 希望規模との差異の背景等

市場関連機材

冷蔵車 4 トン冷蔵車：2 台 対象としない

冷凍庫の整備により冷凍魚保

管体制が著しく改善されるた

め、現行の輸送方式下でも冷

凍魚の品質維持が図れるとと

もに、本プロジェクトは市場

施設内の機能改善を優先課題

としており、輸送機能改善は

副次的な課題であると判断さ

れたため。

単車 5 台 対象としない

四輪駆動車 2 台 対象としない

コナクリ市内では、各種交通

機関 を比較的 利用し易 いた

め、日常的管理業務のための

車両を協力対象事業の対象と

する必要性・緊急性が低いと

判断されたため。

無線機 1 式 対象としない

無線機を配備してまで通信条

件を円滑にする必要性が認め

られないため。

荷捌関連機材

　フォークリフト 手動フォーク：必要規模 手動フォーク：4 台

　魚箱 必要規模 95 個、約 65ℓ

　氷箱 必要規模 2 個、約 150ℓ容量

　台車 必要規模 9 台

　秤 必要規模 計 35 個

　台秤 必要規模
200 ㎏ﾊﾞﾈ式秤：1 台

100 ㎏ﾊﾞﾈ式秤：3 台

　パレット 必要規模 80 個

保守工具 必要規模 保守工具：1 式

衛生検査機材 必要規模 衛生検査機材：1 式

３－２－２－１　敷地・施設配置計画

　施設の配置にあたっては、下記の事項に従って最適な敷地・全体配置を計画する。

a)� 管理事務所、卸売市場、及び受変電・発電機室の各施設については、関係者以外の

不用な入場は管理上好ましくない。したがって、それらの施設と他の施設との位置

関係に留意し、明確な区分・分離が可能となる計画とする。

b)� 小売市場を既存ケニアン市場と比較的近い位置に配置することによって、既存ケニ

アン市場を訪れる買物客が本プロジェクトの小売市場に立寄り易い環境を確保する。

c) 上記を考慮し、卸売市場・管理事務所へはプロジェクト・サイト西側から、また、

小売市場等へは同南側からのアクセスとなるような全体配置を計画する。

d) ゴミ一時集積場、浄化槽等は、市場の衛生面を考慮し、サイトの端部に配置する。

e) 受水槽及び高架水槽は公共給水本管に近いプロジェクト・サイトの西北部分に配置

する。
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f) 卸売市場へ出入する車両の駐車スペースは卸売市場の東側に配置し、市場管理要員

の車両の駐車スペースは管理事務所の前面に配置する。小売市場利用者の交通手段

となる乗合タクシー、乗合ワゴン車等の待機駐車スペースは小売市場の周辺、既存

サイト内道路に沿った位置に配置する。

３－２－２－２　建築計画

（１）平面計画

　各施設の平面計画にあたっては、それぞれ下記の事項に留意した計画とする。

① 卸売市場

a) 卸売場における卸売りの際には利用者の動きが錯綜するため、柱等により動線上の

支障が発生しないよう、卸売ブロックが適切に配置できるようなスパン計画とする。

b) 冷凍魚・生鮮魚ともに入荷・保管・卸売・出荷の一連の動線が円滑・効率的に連続

して流れるような平面レイアウト計画とする。入荷区域をプロジェクト・サイト西

側に配置し、卸売場を奥部の管理事務所側に配置して、管理事務所内 2 階の市場

長室側から卸売場を見通せるような平面配置とする。

c) 市場係控室も 2 階に配置し、卸売場の状況を見通せるような計画とする。

② 小売市場

　小売場をモジュール化させて全体的に整然とレイアウトし、特に購買客の動線

が円滑となるよう計画する。小売場のモジュール寸法は、既存小売市場で標準と

なっている小売場寸法に準じて計画に取り入れるものとする。

③ 薫製魚倉庫

　施設が薫製魚仲買人組合別に利用可能となるよう、現状の組合数と同数に区画

分けを行う。区画分けされた各倉庫の規模は推定収容量から算定された平面寸法

とし、利用者に対する公平性を考慮し、同寸法、同形状の平面計画とする。倉庫

出入り口には庇を設け、庇下部をプラットホーム形状として荷捌区画とし、卸売・

販売の用途として使用可能な平面計画とする。

④ 管理事務所

a) 市場長室は市場全体が鳥瞰出来るよう、2 階の角部にレイアウトする。

b) 昼間の勤務者の事務室は 2 階にレイアウトし、2 階へ通じる動線の途上には施錠可
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能な扉を設け、夜間等の防犯上の管理が容易となる計画とする。一方、夜間勤務者

が施設内のシャワー室、トイレ等を利用できるよう、1 階部分には外部からの通用

口を設ける。

c) 給排水設備の配管等を考慮し、トイレ等の水周りユーティリティは 1、2 階ともに

平面上同一となる計画とする。

d) 保健室は外部とのアクセスを考慮した位置にレイアウトし、外部から直接アクセス

できる通用口を設ける。

⑤ 公衆トイレ

　公衆トイレは市場管理要員以外の仲買人、小売人や一般購買客等が利用対象者で

あるため、衛生器具等の形状は現地の慣習的な使い勝手を考慮したものとする。

⑥ 受変電・発電機室

　受変電に係る変圧器及び非常用発電機の設置場所としては、受変電・発電機室と

して独立した施設を計画する。施設は 2 室に分け、1 室を変圧器等の設置用にギニ

アの電力公社の標準に準拠する寸法・形状・仕様とした受変電室とし、別室を非常

用発電機設置用に発電機室として隣接させて計画する。発電機室は受変電室と調和

する仕様で計画し、機器類の設置と日常的な点検や維持管理のために必要なスペー

スを考慮した平面とする。

⑦ ゴミ一時集積場

　ゴミ一時集積場は清掃用具庫とゴミ置場から構成される。プロジェクト・サイト

の端部に配置するが、鋼製コンテナによるゴミ収集に対応できる計画とする。
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　本プロジェクトで協力対象事業範囲の各施設の各室床面積を表３—１２にまとめる。

表３－１２　各施設各室床面積内訳表

施　　設 階 室　　名 面積(㎡) 幅(ｍ)×奥行(ｍ)、（壁・柱芯）

卸売市場 1,812.17

2 階 市場係控室 21.81 5.975×3.65
階段室 8.66 5.975×1.45

小　計 30.47
1 階 卸売場 1,069.75 38.9×27.5
冷凍庫 109.52 7.4×7.4×2 室
前室 37.31 14.925×2.5
冷蔵庫 12.25 3.5×3.5
貯氷庫 19.36 4.4×4.4
機械室 77.76 10.8×7.2
機械控室 42.00 6.0×7.0
共用控室 36.00 6.0×6.0
機材倉庫 31.20 6.0×5.2
荷捌場 250.80 22.8×11.0
トイレ 5.00 2.5×2.0
通路他 90.75

小　計 1,781.70

小売市場 1,120.00

1 階 小売場 1,028.30 28.0×40.0－14.0×6.55
小売人ロッカー 37.95 2.75×4.6×3 室
市場係控室 12.13 3.85×3.15
通路他 41.62

薫製魚倉庫 183.00

1 階 薫製魚倉庫 183.00 6.0×6.1×5 室
荷捌区画 93.00 6.0×3.1×5 室

管理事務所 432.00

2 階 市場長室 36.00 6.0×6.0
財務事務室 20.25 4.5×4.5
荷捌事務室 27.00 4.5×6.0
衛生検査室 25.20 6.0×4.2
統計資料室 12.60 3.0×4.2
秘書室 24.75 3.0×6.0＋4.5×1.5
書庫 10.92 4.2×2.6
トイレ 9.20 3.0×4.2－1.7×2.0
湯沸室 3.40 1.7×2.0
廊下、階段室 46.68 12.0×1.8＋1.8×2.6＋6.0×3.4

小　計 216.00
1 階 技術・警備事務室 27.00 4.5×6.0
会議室 54.00 9.0×6.0
保健室 27.00 4.5×6.0
シャワー室 25.20 6.0×4.2
トイレ 21.80 6.0×4.2－1.7×2.0
湯沸室 3.40 1.7×2.0
玄関 15.60 6.0×2.6
廊下、階段室 42.00 12.0×1.8＋6.0×3.4

小　計 216.00

公衆トイレ 86.40

1 階 男子トイレ 32.40 5.4×6.0
女子トイレ 36.18 7.2×6.0－3.9×1.8
その他 17.82 1.8×6.0＋3.9×1.8

受変電・発電機室 30.00

1 階 受変電室 15.00 5.0×3.0
発電機室 15.00 5.0×3.0

ゴミ一時集積場 9.00

1 階 清掃具庫 9.00 3.0×3.0

施設延床面積合計 3,672.57
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（２）断面計画

　各施設の断面計画にあたっては、それぞれ下記の事項に留意した計画とする。

① 卸売市場

a) 冷凍魚等の搬入は比較的大型の車両で行われるため、車両が横付け・後付けされ

る荷捌場は、周辺地盤との間に適度なレベル差を確保する計画とする。また、搬

入された冷凍魚等は、保管時には荷捌場から冷凍庫・冷蔵庫等へ、保管後は冷凍

庫・冷蔵庫等から卸売場へ移送する作業がある。移送には手動フォークや台車等

を使用する計画であり、施設全体の床レベルは同一面とすることが適切である。

したがって、1 階床レベルについては、施設全体を周辺地盤から約 600 ㎜高く設

定する計画とする。

b) 上記の施設床と周辺地盤とのレベル段差間には、各所にアクセス用の階段及びス

ロープを設ける。

c) 卸売場は開放空間であり、機械式による換気や空調の設備は適切ではないため、

自然通風による換気を計画する。なお、コナクリでは年間を通して 3～4ｍの西方

向からの微風が卓越しており、天井・屋根の高さ不足は自然通風を阻害すること

となる。したがって、卸売場軒部の天井高さを約 6ｍ、荷捌場側の軒部で約 4ｍと

して計画する。

d) 荷捌場と卸売場の境界となる柱通り部分の屋根の段差間を開放とし、開口部から

自然採光と自然通気を施設内に取り入れる計画とする。なお、雨期の強風時には

その開口部から雨の吹込む可能性があるが、上記機能を優先させる。

② 小売市場

a) 卸売市場と同様に、地表面からの砂埃等が施設内へ侵入するのを防ぐため、施設

全体の床レベルを周辺地盤から約 350 ㎜高く設定し、外周部には約 500 ㎜の小腰

壁を設ける計画とする。

b) 施設床と周辺地盤とのレベル段差間には、各所にアクセス用の階段及びスロープ

を設ける。

c) 卸売市場と同様の理由から、小売場部分片側軒部の屋根梁下高さを約 6ｍ、他方側

の軒部を約 4ｍとして勾配を 1/10 で計画する。屋根中央部の段差の間には自然採

光と自然通風を得るために開口部を設け、ガラスの固定式ルーバーを取付ける計

画とする。
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③ 薫製魚倉庫

a) 施設全体の床レベルを周辺地盤から約 300 ㎜高く設定する計画とする。

b) 施設床と周辺地盤とのレベル段差間には、荷捌区画前面側に 2 段の階段を設ける。

c) 屋根の軒高さは約 3.5ｍ、屋根勾配を 2/10 で計画する。

④ 管理事務所

　1 階床レベルを周辺地盤から約 300 ㎜高く設定し、事務室等の天井高さは 3,000 ㎜、

トイレ・廊下等の天井高さは 2,600 ㎜とする。

⑤ 公衆トイレ

a) 施設床レベルを周辺地盤から約 300 ㎜高く設定し、天井は屋根裏露しとする。

b) 外壁の一部をガラスブロックとして採光を取り入れる。

c) 外壁上部の一部を通気ブロックとし、自然通風を取り入れる計画とする。

⑥ 受変電・発電機室

a) 施設床レベルを周辺地盤から約 300 ㎜高く設定し、天井は屋根裏露しとする。

b) 外壁の一部を通気ブロックとし、自然通風を取り入れる計画とする。

⑦ ゴミ一時集積場

a) 施設床レベルを周辺地盤から 300 ㎜程度高く設定し、ゴミ置場床面は 1/50 程度

の水勾配を設ける。

b) ゴミ置場周囲には高さ 1,200 ㎜の腰壁を設置する。

c) 清掃具庫は軒高 2.5ｍ、屋根は片流れとして勾配を 3/10 とする。

（３）構造計画

　各施設の構造は、鉄筋コンクリート・ラーメン構造とする。ただし、比較的大スパンと

なる卸売市場、小売市場については屋根に鉄骨トラス構造を採用する。

　表３―１３に各施設の構造計画をまとめる。
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表３－１３　各施設の構造

部位と構造
施設別

基礎・地中梁 柱 梁 土間及び構造ｽﾗﾌﾞ 備考

卸売市場 RC RC RC+S RC 母屋：S

小売市場 RC RC RC+S RC 母屋：S

薫製魚倉庫 RC RC RC+S RC 母屋：S

管理事務所 RC RC RC+S RC 一部壁：RC、母屋：S

公衆トイレ RC RC RC RC 母屋：S

受変電・発電機室 RC RC RC RC

ゴミ一時集積場 RC RC RC RC 用具庫母屋：木造

備考：RC は鉄筋コンクリート構造、S は鉄骨構造を示す。

（４）設備計画

１）空調換気設備計画

　機械式換気設備を設置するのは下記の施設各室とする。

卸売市場 ：機械室、トイレ

管理事務所 ：市場長室、財務事務室、衛生検査室、会議室、保健室、

　シャワー室、トイレ

公衆トイレ ：男子トイレ、女子トイレ

受変電・発電機室 ：受変電室、発電機室

　機械式換気を設置しないその他の各施設・各室は、自然通風による換気となる。

　空調設備を設置するのは下記の施設各室とする。

管理事務所 ：市場長室、財務事務室、荷捌事務室、衛生検査室、

　統計資料室、会議室、技術・警備事務室、保健室

２）電気設備計画

A）電気設備

　本プロジェクトの施設・設備・機材の電気設備に必要となる電力については、公共の電

力を引込んで供給する。また、停電事故に備え、市場の運営上重要となる施設・設備範囲

を対象に非常用発電機を整備して電力を供給する計画とする。

　本プロジェクトでは、以下の項目の電気設備を計画するものとする。
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a) 受変電設備

b) 幹線動力設備

主受電盤から冷凍庫、冷蔵庫、製氷・貯氷施設の制御盤の系統には自動電圧調

整装置を設置する。

c) 電灯・コンセント設備

d) 非常用発電機設備

e) 通信設備（場内インターホン、電話配線用配管）

f)�防災設備（避雷設備）

　各施設の電灯・コンセント設備に係る電気容量の概略を表３―１４にまとめる。

表３－１４　電灯・コンセント設備の電気容量内訳　　　　　　　　　　　　　�（単位：KW）

施　　設 電灯 ｺﾝｾﾝﾄ 空調 換気 その他 備　　考

卸売市場 6.0 3.0 ― 0.75 ―

小売市場 2.5 1.0 ― ― ―

薫製魚倉庫 1.0 ― ― ― ―

管理事務所 4.0 6.0 4.0 2.0 ―

公衆トイレ 0.4 ― ― 1.0 ―

受変電・発電機室 0.8 1.0 ― 0.1 ―

給排水衛生設備 ― ― ― ― 3.7 ポンプ類

外構（外灯） 3.2 ― ― ― ―

合　　計 17.9 11.0 4.0 3.85 3.7 40.5�(総合計)

B）非常用発電機設備

　非常用発電機は下記の仕様とする。

発電機型式 ：ディーゼルエンジン駆動交流発電機、3 相 4 線式、低騒音型

　　　　　　　常用仕様、水冷却式

発電容量 ：100KVA（約 80KW）1 基

電気方式 ：380V、50Hz、3 相 4 線式、単相 220V

使用燃料 ：軽油

標準装備品 ：点検保守工具

付帯設備 ：配電盤、燃料サービスタンク、排気ダクト

３）給排水衛生設備計画

　本プロジェクトで使用する用水は、サイトの西側道路（公道）に沿って供給されている

公共の水道本管（PVC 管 110 ㎜径）から引込む。用水は受水槽で受けた後、高架水槽へ

揚水ポンプにて送水し、重力による自然流下式にて各施設へ給水を賄う計画とする。給水

設備に使用する配管材料等の資材は、現地での維持管理が容易となる仕様を選択する。

　施設全体での 1 日当りの使用水量等を表３―１５に示す。
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表３－１５　施設全体の 1 日当り使用水量の算定根拠及び場内給水設備の規模等

項　　目 概　　　　　要

使用水量 ・製氷用水 5.0 ㎥

・管理事務所トイレ・手洗（器具数 7）、給水

　　7 個×3 回/時×10 時間×0.02 ㎥+職員数 48×0.02 ㎥＝ 5.2 ㎥

・卸売市場トイレ・手洗（器具数 2）

　　2 個×3 回/時×24 時間×0.02 ㎥＝ 2.9 ㎥

・卸売市場洗浄用流し（生鮮魚 1 卸売ブロック当り 5 人×1 日 1 回）

　　1 回×0.04m3×5 人×10 ブロック＝ 2.0 ㎥

　　魚箱洗浄 2 回×1 ㎥/回＝ 2.0 ㎥

　　卸売市場床洗浄 1,182 ㎡×0.01 ㎥/㎡＝ 11.8 ㎥

・小売市場洗浄用流し

　　264 小売場数×2 回/日×0.02 ㎥＝ 10.6 ㎥

・公衆トイレ

　　男子大便器利用者数 90 人×1/3 回×1.5×0.015 ㎥＝ 0.7 ㎥

　　男子小便器利用者数 90 人×1.5 回×0.005 ㎥＝ 0.7 ㎥

　　男子洗面器利用回数 90×(1/3+1.5)回×0.0023 ㎥＝ 0.4 ㎥

　　女子便器利用者数 364 人×1.5 回×1.7×0.015 ㎥＝ 13.9 ㎥

　　女子洗面器利用回数 364×1.5 回×0.0023 ㎥＝ 1.3 ㎥

・シャワー

　　38 人×0.5 回×0.04 ㎥＝���������������������������������������������������������������������0.8 ㎥

　　　合　　計 57.3 ㎥

受水槽 断熱材サンドイッチパネル式 FRP 製タンク（地上置型）

1 日当り使用量の約 65%容量 38 ㎥

高架水槽 鉄骨架台上、断熱材サンドイッチパネル式 FRP 製タンク

1 日当り使用量の約 20%容量 12 ㎥

４）冷凍庫

　冷凍庫設備については、設備を構成する圧縮機・凝縮器・受液器等は冷凍庫に隣接する

機械室内に設置する。また、凝縮器は塩害耐性のある銅管・銅製フィン製を採用し、耐用

年数の長期化を図る。冷凍庫は 2 室に分けて、2 室別々に冷媒系統を設ける。また、前室

を設けて冷凍魚の出入庫時の熱負荷の低減を図る。

　主な仕様を以下に示す。

冷凍庫

庫内寸法（内寸） ：7,400 ㎜×7,400 ㎜×2,300 ㎜高×2 室

庫内温度 ：-25℃

冷却方式 ：フレオン 22、直接膨張式

圧縮機 ：レシプロ開放型×2 基

凝縮方式 ：空気冷却

庫内冷却 ：ユニットクーラー

デフロスト ：電気ヒーター式
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前室

庫内寸法（内寸） ：2,500 ㎜×約 15,000 ㎜×2,300 ㎜高

保冷温度 ：5℃

冷却方式 ：フレオン 22、直接膨張式

圧縮機 ：レシプロ開放型×1 基

凝縮方式 ：空気冷却

室内冷却 ：ユニットクーラー

デフロスト ：電気ヒーター式

冷凍庫、前室本体 ：断熱プレハブ式（125 ㎜）

冷凍機点検保守用工具 ：1 式

付属品 ：防寒服×4 式、手袋×4 組

５）製氷・貯氷施設

　製氷・貯氷施設は、貯氷庫の上部に架台を設け、その架台の上に製氷機本体を設置し、

製造された氷が自由落下で貯氷庫に貯氷される全自動型とする。冷凍庫設備と同様の理由

から、製氷・貯氷施設を構成する主な構成機器は製氷機本体と別に機械室に設置する。ま

た、凝縮器は銅管・銅製フィン製を採用する。なお、製氷用水となる上水には浮遊鉄分が

約 0.35mg/ℓと比較的多く含まれているため、製氷機本体の源水系統には浮遊鉄分対応

の磁場形成式フィルターを装備し結氷板の製氷能力低下を防止する。

　主な仕様を以下に示す。

製氷機

氷種 ：フレークアイス

製氷能力 ：5 トン/24 時間（全自動）、原水温度：30℃、

凝縮方式 ：空気冷却方式、冷媒：R-22、

圧縮機 ：レシプロ開放型、単段

貯氷庫

庫内寸法（内寸） ：4,400 ㎜×4,400 ㎜×2,300 ㎜高

庫内温度 ：-10℃

冷却方式 ：フレオン 22、直接膨張式

圧縮機 ：レシプロ開放型×1 基

凝縮方式 ：空気冷却
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庫内冷却 ：ユニットクーラー

デフロスト ：電気ヒーター式

貯氷庫本体 ：断熱プレハブ式（100 ㎜）

付属品 ：スコップ×1 本、防寒服×2 組、手袋×2 組

６）冷蔵庫設備

　冷蔵庫設備については、冷凍庫設備と同じ理由により、主な構成機器は機械室に設置し、

凝縮器は銅管・銅製フィン製を採用する。

　主な仕様を以下に示す。

冷蔵庫

庫内寸法（内寸） ：3,500 ㎜×3,500 ㎜×2,200 ㎜高

庫内温度 ：-5℃

冷却方式 ：製氷・貯氷施設と共用

圧縮機 ：製氷・貯氷施設と共用

凝縮方式 ：空気冷却

庫内冷却 ：ユニットクーラー

デフロスト ：電気ヒーター式

冷蔵庫本体 ：断熱プレハブ式（100 ㎜）

冷凍機保守用工具 ：1 式

付属品 ：防寒服×2 式、手袋×2 組
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（５）建築資材計画

　各施設の主な使用材料を表３―１６、表３―１７に示す。

表３－１６　各施設外部仕上げ

施設名 仕　　上　　げ

卸売市場

小売市場

薫製魚倉庫

管理事務所

公衆トイレ

受変電・発電機室

屋根

外壁

柱・梁

窓

ドア

外部床たたき

：金属系屋根材

：ﾌﾞﾛｯｸ造、ﾓﾙﾀﾙ塗、ｱｸﾘﾙ樹脂ｴﾅﾒﾙ塗装

：ｺﾝｸﾘｰﾄ､ﾓﾙﾀﾙ塗、ｱｸﾘﾙ樹脂ｴﾅﾒﾙ塗装

：ｱﾙﾐ窓

：ｽﾁｰﾙﾄﾞｱ（亜鉛ﾒｯｷ）、合成樹脂調合ﾍﾟｲﾝﾄ塗装

：ｺﾝｸﾘｰﾄ金鏝押え

卸売市場

小売市場

薫製魚倉庫

公衆トイレ

受変電・発電機室

天井、軒裏

卸売場、小売場、

荷捌場、

荷捌区画床

：屋根裏露し

：ｺﾝｸﾘｰﾄ金鏝押え

管理事務所 軒裏 ：ｺﾝｸﾘｰﾄ､ﾓﾙﾀﾙ塗、ｱｸﾘﾙ樹脂ｴﾅﾒﾙ塗装

ゴミ一時集積所 屋根

軒裏

外壁

柱・梁

ドア

外部床たたき

：木造母屋、無石綿ｾﾒﾝﾄ系成型板

：屋根裏露し

：ﾌﾞﾛｯｸ造、ﾓﾙﾀﾙ塗、ｱｸﾘﾙ樹脂ｴﾅﾒﾙ塗装

：ｺﾝｸﾘｰﾄ､ﾓﾙﾀﾙ塗、ｱｸﾘﾙ樹脂ｴﾅﾒﾙ塗装

：ｽﾁｰﾙﾒｯｼｭﾄﾞｱ（亜鉛ﾒｯｷ）、合成樹脂調合ﾍﾟｲﾝﾄ塗装

：ｺﾝｸﾘｰﾄ金鏝押え

表３－１７　各施設内部仕上げ

仕　　上　　げ棟・施設名

床 壁 天　井

卸売市場

小売市場

管理事務所

事務室、控室

会議室

玄関､廊下

床　：A、幅木：D、H E、D、I F、I

卸売市場 機械室 床　：B、幅木：D、H E、D、H J

管理事務所 トイレ、シャワー室 床　：C C G､H

薫製魚倉庫

受変電・

発電機室

倉庫

受変電室

発電機室

床　：B、幅木：D、H E、D、H J

卸売市場

公衆トイレ

トイレ 床　：B E、D、H J

ゴミ一時集積所 床　：B、幅木：D、H E、D、H J

符　号 材　　　料

A プラスチックタイル

B コンクリート金鏝押え

C 磁器タイル

D モルタル塗

E ブロック造

F 石膏ボード 9.5 ㎜厚

G 無石綿セメント系板 6 ㎜厚

H 塩化ビニル樹脂エナメル塗装

I アクリル樹脂エナメル塗装

J 屋根裏露し
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３―２―２―３　機材計画

表３－１８　荷捌関連機材

機材名 数量 仕様（概要） 用途・目的

手動フォーク 4

材　質：ステンレスフレーム、

防錆、耐水、冷凍魚の荷役に対応

最大積載量：約 1,500 ㎏

冷凍魚の荷役

魚箱
95

形状：トロ箱タイプ

内寸：約 750 ㎜×440 ㎜×200 ㎜高

容積：約 65ℓ

材質：ポリプロピレン

生鮮魚の冷蔵庫内収容、大・

中型生鮮魚の卸売市場内運

搬等

氷箱 2

内寸：約 940 ㎜×420 ㎜×410 ㎜高

容積：約 160ℓ

材質：ポリエチレン

小売人等への氷の小口販売

台車　1 7

最大積載量：約 300 ㎏

荷台寸法：約 900 ㎜×600 ㎜

材質：ステンレス、ハンドル溶接固定

冷凍魚、生鮮魚の荷役

台車　2 2

最大積載量：約 300 ㎏

荷台寸法：約 900 ㎜×600 ㎜

材質：スチール、ハンドル溶接固定

薫製魚の荷役

秤　１ 35

型式：鈎秤

秤量：10 ㎏

最小目盛：50ｇ

材質：スチール

小売人による秤売り、

氷の小口秤売

台秤　１ １

型式：自動台秤、バネ式

概略秤量：200 ㎏

最小目盛：500ｇ

積載面寸法：約 350 ㎜×550 ㎜

冷凍魚の計量

台秤　2 3

型式：自動台秤、バネ式

秤量：100 ㎏

最小目盛：200ｇ

積載面寸法：約 300 ㎜×500 ㎜

生鮮魚、薫製魚の計量。

氷の計量等。

パレット 80

型式：四方差し片面使用、

寸法：約 1,000 ㎜×1,000 ㎜×150 ㎜高

材質：ポリプロピレン

冷凍魚の荷積

表３－１９　保守工具

用　　途 名　　称 数　量

冷凍庫、冷蔵庫、

製氷・貯氷施設の保守

工具棚、工具ラック、作業机、万力、空気圧縮機、

電動グラインダー、ボール盤、エンジンウェルダー、

電気溶接延長コード、溶接棒セット、溶接マスク、

バッテリーテスター、バッテリーチャージャー、作業灯、

チェーンブロック、万能ハンマー、台車、ハシゴ、

手動ポンプ、タップ・ダイスセット、ノズルクリーナー、

ハンダ付セット、リベット固定具、一般工具セット

各１個

非常用発電機設備の保守
メガオーム計、クランプ式テスター、

マルチテスター、電気工具セット
各１個
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表３－２０　衛生検査機材

機材名 数量 仕様（概要） 用途・目的

放射温度計 1
型式：携帯型

温度測定範囲：－20℃～200℃

魚の表面温度、

売場の温度測定

魚体温度計 1
型式：サーミスター・センサー方式

測定範囲：－30℃～199℃
鮮魚の温度測定

棒状温度計 5
型式：アルコール温度計

温度測定範囲：0℃～100℃
液体の温度測定

ウォーターバス 1

型式：電気式高温水槽

電源：交流 220Ｖ

容量：約 25ℓ

温度設定範囲：� 5℃～80℃

液体培地の培養

オートクレーブ 1

型式：電気式小型高圧蒸気滅菌器

電源：交流 220Ｖ

缶体容積：約 10ℓ

使用温度範囲：110℃～120℃

培地の滅菌

乾熱滅菌器 1

型式：自然対流方式

電源：交流 220Ｖ

使用温度範囲：40℃～260℃、

容量：約 25ℓ

器具類の消毒等

インキュベータ 1

型式：エアージャケット式

電源：交流 220Ｖ

使用温度範囲：5℃～60℃

内寸法：約 300 ㎜×300 ㎜×300 ㎜高

細菌類の培養等

細菌・一般検査器具、

解剖セット
1 式

構成：シャーレ、試験管、メタル製試験管立、

アルコールランプ、解剖セット、ピペット 3 種、

三角フラスコ、試験管挟み、白金耳、白金線、

メスシリンダー 2 種、金属パン

試験器具

PH メーター 1

型式：携帯型、デジタル表示

測定範囲：PH0.00～14.00

分析精度：0.01

培地作成の

PH 調整

蒸留装置 1

型式：卓上型

電源：交流 220Ｖ

能力：約 2.0ℓ/1 時間程度

培地精製の蒸留

水製造

ホモジナイザー 1

型式：クラッシャー・タイプ、400 ㎖

サンプル処理：400 ㎖

電源：交流 220Ｖ

標本の均一化

コロニーカウンター 1

型式：拡大ルーペ、蛍光電源方式

レンズ倍率：約 2 倍

表示：デジタル 3 桁

細菌数の計数

上皿秤 1

表示：デジタル表示

秤量：1,500ｇ

最小表示：0.1ｇ

培地等の計量

冷蔵庫 1

型式：薬品保存冷蔵庫

容積：100ℓ以上

温度範囲：2℃～14℃

薬品、標本等の

保管

冷凍庫 1

型式：チェストフリーザー・タイプ

容積：100ℓ以上

温度範囲：-20℃～-30℃

薬品、標本等の

保管

ORP 計測器 １式

構成：計測器（1 個）、ORP センサー（3 本）、

PH センサー（1 本）、ホルダー付スタンド（1 個）、

ノズル付精水容器 500 ㏄（2 個）

鮮魚の鮮度測定

残留塩素計器 １

型式：飲料水用　DPD 比色法

測定範囲：0 ㎎～2 ㎎/ℓ

試薬：DPD 試薬

飲料水、氷の品

質管理
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３―２―４　施工計画／調達計画

３―２―４―１　施工方針／調達方針

　本プロジェクトが日本国政府による無償資金協力事業により実施される場合、所定の工

期内に竣工しなければならない。かかる点を考慮し、適切な工法計画、資機材調達計画、

工程計画、品質管理計画を立案し、適切な施工基準、施工管理の下に工事を実施する。工

事の施工は、以下の基本方針に従って実施する。

① プロジェクト・サイト内には、本プロジェクトの施設配置の対象とされていない余

地もあるが、既存製氷施設及び全国女性仲買人組合連合会事務所が隣接して立地さ

れており、既存サイト内道路を通行して利用者が出入りするため、安全通路を確保

するための仮囲いを用意する。

② 各工程段階において相手国関係者との連絡を密に行い、手続上の齟齬をきたさぬよ

うに、十分に意思の疎通を図る。

③ 現地の建設業者の技術力は一定の水準にあるが、これらを慎重に査定し、サブ・コ

ントラクターとして最大限に活用する。

④ 操作が容易な機材、予備品入手及びメンテナンスが容易な機材の選定に留意する。

⑤ 工事施工、労務管理にあたっては、相手国の習慣、伝統、文化に十分配慮する。

３－２－４－２　施工上／調達上の留意事項

① 工事の安全を第一に考え、特に建設現場近隣の施設に出入りする歩行者のための通

路を明確に区別する。又、建設区域への関係者以外の立ち入りを禁止するなどの措

置を講じる必要がある。

② 本プロジェクト・サイト南側に通じる道路は未舗装であり、かつ道路両側に客待ち

タクシーが駐車しているため、資材搬出入としての利用は不適切と考えられる。し

たがって、資材搬出入路の計画は、サイト西側道路からとする。

③ 日本調達の資機材については、海上輸送に比較的長期間を要する。したがって、調

達の手違い等により工事工程等に支障をきたさないよう綿密な調達計画を策定する。

３－２－４－３　施工区分／調達・据付区分

　本プロジェクトが日本国政府の無償資金協力事業により実施される場合、日本国側及

びギニア国側の業務担当範囲については以下のとおりであり、各々の費用負担によって遂

行するものとする。
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（１）日本国側分担業務

① 詳細設計、入札業務の補助及び施工監理等のコンサルタント業務

② 本プロジェクトの日本国側建設工事に必要なすべての建設資材と労務の提供

③ 本プロジェクトの日本国側建設工事及び機材調達に必要な輸入資機材の海上・内

陸輸送の実施及び輸送保険料の負担

④ 本プロジェクトの日本国側建設工事及び機材調達に必要な品質検査

（２）ギニア国側分担業務

① 本プロジェクト建設予定地の確保、建設予定地内既存施設・障害物の解体及び撤

去とプロジェクト・サイト内及び周辺のゴミの処分

② 本プロジェクト建設予定地際の給水本管より受水槽までの給水引込工事

③ 本プロジェクト建設予定地内受電変圧器までの電力供給設備工事

④ 本プロジェクト建設予定地周辺で必要となる門塀・警備員小屋等の築造

⑤ 本プロジェクトの管理棟及び施設内部に必要となる事務機器・電話機類・家具類

の調達

３－２－４－４　施工監理計画／調達監理計画

　コンサルタントは、本プロジェクトの設計内容に基づき、工事内容・工程計画・品質

管理計画等を精査し、適切な施工監理体制をとる。施工に当っては、ギニア側関係機関、

JICA、コンサルタント、施工業者間との連絡体制や施工監理に必要な資機材、事務所等

の計画、品質管理に関わる諸手続・時期・管理方法について適切な計画を策定して監理に

あたる。また、要員計画においては、施工管理に必要な技術レベル、人数、配置、編成に

ついて慎重に検討し、適切な施工監理を行う。

３－２－４－５　品質管理計画

　本プロジェクトでは下記の方針に基づき品質管理を実施する。

１）品質管理の標準となる規格や特性値を設計図書などに明確に定める。

２）所定の品質を確保するために各管理項目別に作業方法、手順、頻度等の品質管理計画

書を策定し、施工中の不良原因の検証や修正措置などの考察にも役立てる。
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３）チェックシート、管理図、ヒストグラム等、管理の対象となる品質特性に見合った統

計的手法を用いて、各データが品質規格を満足しているかを定量的に確認する。

４）特に躯体コンクリートの品質管理にあたっては、各供試体採取ごとにスランプ、温度、

空気量等を計測し、１週及び４週圧縮強度試験を実施する。コンクリート強度につ

いては試験結果のデータを基に管理図を作成して管理を実施し、設計品質の確保を

図る。

３－２－４－６　資機材等調達計画

（１）建築資材

　各種仕上げ材、設備機器等の一部を除いて、一般的な建築資材については、ギニア国

内で流通しているものが比較的多い。ギニア国内で調達が可能である資材で、本プロジェ

クトの仕様に対応が可能なものはそれらを活用する計画とする。ギニア国内での入手が困

難なもの、入手は可能でも輸入のための納期が不明確なもの、あるいは品質に疑問のある

ものなど一部の資機材については日本国での調達とする。

（２）機材

　本プロジェクトにかかる機材は、ギニア国内の市場に常態的に流通されていないか、流

通されていても必要とする仕様を満たしていない状況にあり、現地での調達は困難である。

　また、本プロジェクトで要求される仕様を満たし、調達後の保証・修理・保守サービス

体制が確立しており、予備品調達の面からも日本国製品より明らかに有利と判断される第

三国製品もない状況にある。したがって、該当機材に関しては、日本国製品の調達を計画

する。



３―61

３－２－４－７　実施工程

　本プロジェクトの実施においては、施設の詳細設計及び入札までの実施設計に 4.5 ヶ

月、建設業者契約後の施工図承認・建設工事・竣工検査等の工事期間に 11.5 ヶ月、機材

調達は、入札後の施工図承認・制作期間等の調達期間として 3.5 ヶ月、輸送期間として 2.5

ヶ月、製品検査・引渡しに 0.5 ヶ月を予定している。表３―２１に事業実施工程表を示す。

表３－２１　事業実施工程表

月

項目
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

実施設計

施工

機材調達

（現地調査）

（国内作業）

（入札・契約）（計 4.5 ヶ月）

（準備・仮設工事）
（基礎・躯体工事）

（仕上工事）

（外構工事）

（検査・引渡）

（特殊設備工事）
現地国内

（計 11.5 ヶ月）

（製造・調達）

（輸送）

（検収・引渡）（計 6.5 ヶ月）
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３―３　相手国側分担事業の概要

① 本プロジェクト建設予定地の確保、建設予定地内既存施設・障害物の解体及び撤去。

② 本プロジェクト建設予定地及び周辺のごみの撤去。

③ 本プロジェクトの実施、建設工事に関してギニア国内で必要とされるすべての許認

可の取得。

④ 本プロジェクトの実施に必要となる銀行取極の締結，支払授権書の発給を速やかに

完了すること。

⑤ 本プロジェクトの実施、建設工事に必要となるギニア国での迅速な免税通関の確保。

⑥ 建設工事，資機材調達及び役務を提供するに際してギニア国内で日本人及び日本法

人に課せられるすべての税金，その他の課徴金の免税措置。

⑦ 本プロジェクトの実施に関し必要となる日本人に対するギニア国への入国，滞在の

許可。

⑧ 工事用仮設ヤード，現場事務所用地等の本プロジェクトの建設工事にかかる用地の

確保。

⑨ 建設工事中のプロジェクト・サイト内への部外者の立ち入り禁止措置。

⑩ 本プロジェクト建設予定地周辺で必要となる門塀・警備員小屋等の築造。

⑪ 本プロジェクトの管理棟及び施設内部に必要となる事務機器・電話機類・家具類

の調達。

⑫ 本プロジェクトに必要とされるもので，日本国政府の無償資金協力によって負担

されないその他経費の負担。
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３―４　プロジェクトの運営・維持管理計画

　本プロジェクト施設・機材の運営・維持管理は、運営開始当初 5 年間は漁業・養殖省

海洋漁業中央局傘下に編成される運営組織体が行うこととなっており、小売市場への小売

人の移転に関しても十分な対応を行うこととしている。運営開始 5 年目以降、運営の主

体を徐々にコナクリ市当局に移管していくが、冷凍・製氷施設等の比較的高度な技術を要

する施設の運営については、漁業・養殖省も運営協力を行っていく予定である。表３―２

２に本プロジェクトの当面の運営要員体制と職務概要を示し、図３―９に組織図を示す。

主要な管理要員は漁業・養殖省から出向派遣され、プロジェクト運営の直接的な人件費負

担はない。一方、作業要員はプロジェクト運営組織が新規に雇用することとなる。

表３－２２　本プロジェクトの運営要員体制

部門 職名 人数
省内

派遣
雇用 主な職務内容

総務 市場長

秘書

1

1

○

○

施設運営責任者

財務 財務担当

経理担当

1

1

○

○

財務・予算管理

会計・収支業務

技術 冷凍主任

機械運転者

電気工

機械工

1

3

1

2

○

○

○

○

冷凍冷蔵技術責任者

冷凍冷蔵製氷設備運転管理（三交代制）

電気技師

保守・修理技師

荷捌 荷捌主任

倉庫管理者

卸売市場係
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図３―９　本プロジェクト運営組織体の組織図　　（出典：漁業・養殖省）
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　次に、本プロジェクト施設、機材の運営、運用、維持管理（保守）の方式を表３―２３

に、各種利用料・販売価格を表３―２４に示す。

表３－２３　本プロジェクト施設、機材の運営方式

項　目 利用者 運営方式

卸売市場 仲買人 ［運営］荷捌部門が利用管理。

［運用］1 区画・ 1 日の利用を 1 単位として、利用料を徴収する。

［保守］荷捌部門が清掃支援、技術部門が日常保守、修理。

薫製魚倉庫 薫製魚の

仲買人組合

［運営］荷捌部門が利用管理。

［運用］1 倉庫・ 1 月の利用を 1 単位として、利用料を徴収する。

［保守］荷捌部門が老朽化管理し、標準的でない破損消耗については

利用者に負担を課す。

冷凍庫 冷凍魚の

仲買人

［運営］技術部門が運転管理、荷捌部門が入出庫管理。

［運用］カートン箱 1 箱を 1 単位として、1 回の出入毎に利用料を徴

収する。（1 回の保管は最長 24 時間まで）利用者は手動フォ

ークが無料で使用できる。

［保守］技術部門が日常保守、修理。

製氷施設 仲買人、

小売人

［運営］技術部門が運転管理、製氷販売。

［運用］利用者に 1kg 単位で直接販売を行う。

［保守］技術部門が日常保守、修理。

冷蔵庫 生鮮魚の

仲買人

［運営］技術部門が運転管理、荷捌部門が入出庫管理。

［運用］魚箱 1 箱を 1 単位として、1 回の出入毎に利用料（魚箱の利

用料も含まれる）。（1 回の保管は最長 24 時間まで）

［保守］技術部門が日常保守、修理。

小売市場 小売人 ［運営］荷捌部門が利用管理。

［運用］1 店舗・ 1 日の利用を 1 単位として、利用料を徴収する。

［保守］荷捌部門が清掃支援、技術部門が日常保守、修理。

魚箱 生鮮魚の

仲買人

［運営］荷捌部門が利用管理。

［運用］魚箱 1 箱・ 1 日単位で利用料を徴収する。

［保守］荷捌部門が老朽化管理し、標準的でない破損消耗については

利用者に負担を課す。

その他の

荷捌機材

仲買人、

小売人

［運営］荷捌部門が利用管理。

［運用］

１） 台車、台秤は市場利用料支払者は無料で利用できる。

２） 釣秤は希望する小売人は無償で利用できるが、標準的でない破

損消耗については弁済負担が課せられる。

［保守］荷捌部門が老朽化管理。

衛生検査機材 衛生検査

部門

［運営］品質管理部門が運用管理。

［運用］週 1 回の頻度でサンプル検査。

［保守］品質管理部門が技術部門の支援を得て日常保守、維持管理。

公衆トイレ 市場来訪者 ［運営］警備部門が利用管理。

［運用］利用１回当たりの利用料を設定、保全員が料金徴収。

［保守］保安員が清掃管理し、荷捌部門が施設老朽化管理。

表３－２４　各種利用料・販売価格（単位：GF；ギニア・フラン）

卸売市場 薫製魚倉庫 冷凍庫 製氷販売 冷蔵庫

2,000 /区画・日 144,000 /室・月 200 /カートン箱・日 50 / kg 200 /箱・日

小売市場 魚箱 トイレ 駐車料

150 /店舗・日 100 /箱・日 50 /回 400 /日
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３―５　プロジェクトの概算事業費

３―５－１　協力対象事業の概算事業費

　本協力対象事業を我が国の無償資金協力により実施する場合に必要となる事業費総額は

8.40 億円となり、先に述べた我が国とギニア国との負担区分に基づく双方の経費負担の

内訳は、以下のとおりと見積られる。

（１）日本国側負担経費

表３－２５　日本国側負担経費

事業費区分

建築建設費

　ア．直接工事費

　イ．共通仮設費

　ウ．現場経費等

機材調達費

設計監理費

7.18 億円

　　　　（5.65 億円）

　　　　（0.29 億円）

　　　　（1.24 億円）

0.13 億円

0.90 億円

合　　　計 8.21 億円

（２）ギニア国側負担経費 294,675,000GF （約 19.1 百万円）

１）建設予定地内の既存施設・障害物の撤去 49,200,000GF

２）給電・給水一次側引込みの実施 58,625,000GF

３）門塀、警備員小屋の建設 185,000,000GF

４）事務所用家具類の調達、電話線引込みの実施 1,850,000GF

（３）積算条件

１）積算時点 平成 14 年 8 月

２）為替交換レート 1US$=128.26 円

1GF=0.0649 円　（GF：ギニア・フラン）

３）施工期間 1 期による実施とし、詳細設計、建設工事及び機材調達

の期間は、事業実施工程に示したとおり。

４）その他 本プロジェクトは我が国政府の無償資金協力の制度にしたがい、

実施されるものとする。
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３―５－２　運営・維持管理費

　下表に示すように、本プロジェクトの運営による年間収入は約 194,343 千ギニア・フ

ラン（1,261 万円相当）、年間支出は約 190,357 千ギニア・フラン（1,235 万円相当）と

見積もられ、年間約 3,986 千ギニア・フラン（26 万円相当）の収益があると試算される。

表３－２６　収入（単位：GF;ギニア・フラン）

収入科目 内訳 年額

卸売市場使用料  2,000 GF/区画・日×30 区画×350 日 21,000,000

薫製魚倉庫使用料  144,000 GF /倉庫・月×5 倉庫×12 月 8,640,000

冷凍庫使用料  200 GF /カートン・日×1,000 カートン/日×300 日 60,000,000

氷販売収入  50 GF /㎏×4000 ㎏×350 日 70,000,000

冷蔵庫使用料  200 GF /箱・日×45 箱/日×350 日 3,150,000

小売市場使用料  150 GF /店舗・日×264 店舗×350 日 13,860,000

魚箱使用料  100 GF /箱・日×50 箱/日×350 日 1,750,000

公衆トイレ使用料  50 GF /回×711 回/日×350 日 12,443,000

駐車場使用料  400 GF /台・日×25 台/日×350 日 3,500,000

合計 194,343,000

表３－２７　支出（単位：GF;ギニア・フラン）

支出科目 内訳 年額

雇用人件費  表３―２８参照 40,000,000

電気代  232 GF/Kwh×(56,575 Kwh/電灯等＋48,300 Kwh/冷蔵

  ＋196,500 Kwh/冷凍庫＋136,080 Kwh/製氷)

101,490,000

水道代  950 GF/㎥×57.3 ㎥/日×350 日 19,052,000

衛生検査経費  2,160,000 GF/培地材、154,512 GF /サンプルパック等 2,315,000

冷凍機器保全費  2,900,000 /冷蔵+4,800,000/製氷＋7,800,000/冷凍 15,500,000

施設整備費  500,000 GF/月×12 月 6,000,000

交通・通信費等  500,000 GF/月×12 月 6,000,000

 190,357,000

表３－２８　人件費内訳（単位：GF:ギニア・フラン）

職名 人数 内訳 年額

秘書 1 150,000×12 月×1 人 1,800,000

機械運転者 3 100,000×12 月×3 人 3,600,000

電気工 1 100,000×12 月×1 人 1,200,000

機械工 2 100,000×12 月×2 人 2,400,000

卸売市場係 3 100,000×12 月×3 人 3,600,000

小売市場係 2 100,000×12 月×2 人 2,400,000

運転手 2 100,000×12 月×2 人 2,400,000

連絡員 1 5,000×200 日×1 人 1,000,000

雑役 15 80,000×12 月×15 人 14,400,000

守衛 2 100,000×12 月×2 人 2,400,000

保安員 5 80,000×12 月×5 人 4,800,000

40,000,000
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３―６　協力対象事業実施に当たっての留意事項

　本プロジェクト施設建設予定地内には、ギニア国側負担事項として撤去工事を行うべき

既存施設がある。これが遅れる場合、事業実施期間に大きな制約が課せられ、建設工期の

不足などの問題も発生しかねない。したがって、交換公文締結後の速やかな撤去工事の実

施が望まれる。
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第４章　プロジェクトの妥当性の検証

４―１　プロジェクトの効果

　本プロジェクトにおける協力対象事業の実施により、以下に示す効果が期待される。

現状と問題点 本計画での対策(協力対象事業) 計画の効果・改善程度

1. 水産用卸売施設がないた

め、冷凍魚・生鮮魚の卸売

りが路上・露天で行われて

いる。このため、卸売過程

での商品の鮮度低下をもた

らし、卸売総量に対し約

20％の量の商品が、薫製原

料として低価格で販売せざ

るを得ない状況にある。

・冷凍魚・生鮮魚の適切な卸売

作業に必要となる卸売市場（卸

売量：冷凍魚 30 トン/日、生

鮮魚 7.5 トン/日）、製氷・貯

氷施設（日産 5 トン）の建設、

荷捌機材（手動フォーク、魚

箱、台秤等）の機材供与。

2. 卸売用冷凍魚・生鮮魚の

保管施設がないため、卸売

待機中の商品の鮮度低下を

もたらし、薫製原料として

低価格で販売せざるを得な

い商品の発生を助長してい

る。

・適切な保管に必要となる冷凍

魚保管用冷凍庫（30 トン収

容）、生鮮魚保管用冷蔵庫、非

常用発電設備等の建設。

・薫製原料として販売せざる

を得な い冷凍魚の 卸売量

（約 6 トン/日）が半減し、

約 3 トン/日の冷凍魚が鮮

魚として卸売可能となる。

鮮魚卸売と薫製原料卸売の

価 格 差 が ㎏ 当 た り 約

100GF（ギニア・フラン）

であることから、年間 1.05

億 GF に相当する卸売過程

における商品価値の損失が

低減される。

（3,000 ㎏/日×100GF/㎏

×350 日）

3. 西ラトマ地区周辺の小売

市場で取引きされる薫製魚

を保管・卸売りする薫製魚

倉庫がないため、同地区の

薫製魚小売人は遠方の薫製

魚倉庫への買出し等をせざ

るを得ず、薫製魚流通が非

効率的となっている。

・対象となる薫製魚の保管・卸

売に必要となる薫製魚倉庫（5

室、合計約 17 トン収容）の建

設。

・西ラトマ地区周辺の小売市

場で取引きされる薫製魚に

関して、同地区で活動する

約 200 人の薫製魚小売人

による薫製魚流通が効率的

となる。

4. プロジェクト・サイトの

周辺の小売市場では、露天

状態で水産物の小売をせざ

るを得ない店舗等が 250 店

以上あり、販売過程での商

品の鮮度低下がもたらされ

ている。

・鮮魚及び薫製魚の小売作業に

必要となる 264 店舗を収容す

る小売市場の建設。

・プロジェクト・サイトの周

辺における露天状態での水

産物小売活動が改善される

とともに、卸売市場に隣接

する小売市場であるため、

より高鮮度の水産物小売も

期待される。

5. 市場流通する鮮魚の衛生

状態や市場施設内で利用さ

れる上水の水質を検査する

機材がなく、関連する衛生

状態の把握ができず、衛生

改善指導等が行えない状況

にある。

・水産物の鮮度・汚染度の検査

機材、残留塩素測定機材、検

温機材等の衛生検査機材の供

与。

・市場流通に関する衛生検査

体制が充実され、プロジェ

クト・ サイト内の 卸売市

場、小売市場における適切

な衛生改善指導等が実施可

能となる。

　また、上記に示した本プロジェクトにおける現状と問題点の改善を通じ、下記に示す効

果も期待される。
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1）本プロジェクト施設を利用する約 1900 人の仲買人、約 260 人の小売人、約 200 人の

外部市場の薫製魚小売人、及びその家族、それぞれ約 1 万人、約 1500 人、約 1100 人の

生計が改善される。

2）コナクリ市内の居住者約 160～180 万人に対する水産物流通状況が改善され、より高

品質な水産物供給の実現が期待される。

　なお、本プロジェクトにかかる成果指標としては、卸売過程において本来鮮魚販売用の

商品であるものが薫製原料として低価格で販売されている割合（現状約 20％）としての

漁獲後損失率を採用することが適切であると考えられる。また、同指標の効果測定の方法

については、本卸売市場を利用する仲買人に対し、その従事する仲買人組合、及び仲買人

組合連合会を通じ、定期的に上記の割合に関するアンケート調査を実施し、同割合の改善

状況をモニタリングする方法が適切であると考える。仲買人組合連合会はその事務所をプ

ロジェクト・サイト内に有しており、同モニタリング作業の中心的組織と位置付けられる。

コナクリ市内には現状 100 組合以上の仲買人組合があるが、これら組合の統括団体であ

る仲買人組合連合会を通じ、本卸売市場を頻繁に利用する仲買人の従属する 20 組合程度

を選定し、各組合より 1 名のモニター仲買人を選定する。半年に一度の頻度で定期的に

アンケート調査を実施し、調査結果を漁業・養殖省、本プロジェクト運営組織、同組合連

合会で解析、評価し、プロジェクト実施効果を継続的にモニタリングすることが適切であ

ると考えられる。

４－２　課題・提言

1）本プロジェクトの運営については、運営開始当初 5 年間は漁業・養殖省の編成する運

営組織体が運営主体となり、5 年間経過後、徐々に運営の主体をコナクリ市当局に移管す

る計画である。市場における水産物の取扱い、主たる機能施設である冷凍庫、製氷施設等

の運用に関しては漁業・養殖省の実施経験が豊富であり、市場そのものの運営に関しては

コナクリ市当局の実施経験が豊富であると考えられる。したがって、漁業・養殖省とコナ

クリ市当局には、相互に運営を補完し、緊密な連携体制を樹立することが望まれる。特に、

運営開始 5 年以降においてコナクリ市当局へ運営主体を移管するまでに、コナクリ市当

局の経験の浅い冷凍庫、製氷施設等の運用に関する技術移転を効果的に行うことが望まれ

る。

2）本プロジェクトにおいて運営される施設・機材には、冷凍庫、製氷・貯氷施設、冷蔵

庫、非常用発電設備、手動フォーク、衛生検査機材等の海外からスペアパーツの調達を行

い、定期的に保守を行うべき設備・機材が含まれている。これら設備・機材を継続的に円



4―3

滑に運用するためには、適切な保守計画を立案し、運用収益から必要経費を事前に確保し、

的確な維持管理を行うことが肝要である。漁業・養殖省には、過去の類似案件での維持管

理指導経験を活かし、プロジェクト運営組織体が行う維持管理に対し適切な助言・指導を

行っていくことが望まれる。

3）本プロジェクトの関連施設・機材の運営は、基本的にはギニア国独自の人材・技術で

行うことができるが、水産用卸売市場の運営は同国では初めての事業となる。水産用卸売

市場に関して我が国は、近隣国のセネガルにおいてダカール中央卸売魚市場建設の無償資

金協力を 1990 年に実施しており、同市場は円滑に運用されている。ダカール中央卸売魚

市場は、地方自治体であるダカール首都圏共同体が運営組織となり、漁業省が運営助言機

関と位置付けられており、本プロジェクトの運営方式との類似性もみられる。これらの諸

点を考慮すると、本プロジェクトの運営開始に先立ち、運営に従事する管理要員が、ダカ

ール中央卸売市場における卸売市場運営のノウハウ、運営上の課題と対策等について情報

収集・研修等を行うことは、円滑な運営の実現に効果的であると考えられる。また、本プ

ロジェクト施設の技術面での円滑な運営を確保するために最も肝要となるのは、冷凍庫、

製氷施設等の冷凍・冷蔵施設の確実な運営の確保であると考えられるが、これに関しては、

漁業・養殖省等による関連技術者の研修を適時実施することが望まれる。

4）プロジェクトの継続的な発展を期するためには、プロジェクト実施による効果を的確

に把握することが肝要である。漁業・養殖省には、本プロジェクトによる改善効果の測定

に関してプロジェクト運営組織体が行う活動に対する助言・指導を行うとともに、積極的

に効果測定に参画することが望まれる。

４－３　プロジェクトの妥当性

　下記に示す諸点により、我が国の無償資金協力により協力対象事業を実施することが妥

当であると判断される。

1）本プロジェクトの主たる裨益対象は、本プロジェクト施設を利用する仲買人、小売人、

外部市場の薫製魚小売人の水産流通関係者である。それぞれの裨益者数は約 1900 人、約

260 人、約 200 人であり、それらの家族を含めると約 1.5 万人となる。

2）同国の水産分野の長期開発戦略計画を示すギニア・ビジョン 2010 では、小規模漁業

の振興が重点開発戦略のひとつに挙げられ、これに対応する重点振興課題として水揚・流

通施設の整備が挙げられている。水揚・流通施設の整備については、特に、コナクリ市内
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への水産物供給にかかる卸売機能の改善が重要テーマとされている。これに対し、本プロ

ジェクトの実施により、適切な保管施設もないまま路上・露天で卸売りが行われているコ

ナクリ市内での水産物卸売の状況は著しく改善され、さらに、多くの小売店舗で露天下で

水産物販売が行われている状況も改善される。その結果、卸売・小売過程での鮮度低下が

抑制され、低価格な薫製魚原料としての販売等による商品価値の損失が低減されるととも

に、より高品質の水産物の供給が図られることになる。

3）本プロジェクト関連施設・機材の運営・維持管理は、原則としてギニア国の独自の資

金と人材・技術で行うことができ、過度に高度な技術は必要とされない。

4）本プロジェクト運営の収益性は、その収益により関連施設・機材の運営・維持管理を

円滑に行うことが期待できる程度のものである。

5）本プロジェクトの実施による環境面での負の影響は特にない。

6）本プロジェクトは、我が国の無償資金協力の制度により特段の困難なく実施可能であ

る。

４－４　結論

　本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、コナクリ市内居住

者への水産物供給体制の改善に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対し

て、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに、本プロジェク

トの運営・維持管理についても、相手国側の体制は人員・資金ともに問題はないと考えら

れる。
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資料１．　調査団員・氏名

（１）基本設計調査時

氏　　名 担　　当 所　　属

志村　茂 総括
国際協力事業団　国際協力総合研修所

専門員

中尾　直 技術参与 水産庁　資源管理部　国際課　海外漁業協力室

林　将幸 計画管理 国際協力事業団　無償資金協力部　業務第四課

島田　宗宏 業務主任／水産物流通計画
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

石井　利雄 建築計画／自然条件調査
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

椿　裕己 水産機材計画
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

花田　健義 施工計画／積算
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

佐々木　正之 通訳（仏語）
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

橋爪　雅彦 通訳（仏語）
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

（２）基本設計概要書説明時

氏　　名 担　　当 所　　属

志村　茂 総括
国際協力事業団　国際協力総合研修所

専門員

中尾　直 技術参与 水産庁　資源管理部　国際課　海外漁業協力室

森下　拓道 計画管理 国際協力事業団　無償資金協力部　業務第四課

島田　宗宏 業務主任／水産物流通計画
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

石井　利雄 建築計画／自然条件調査
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

椿　裕己 水産機材計画
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社

佐々木　正之 通訳（仏語）
オーバーシーズ・アグロフィッシャリーズ・

コンサルタンツ株式会社
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資料２．　調査行程

（１）基本設計調査時
調査内容

日数 月日 曜日
官団員 コンサルタント

1 4/17 水 東京→パリ

2 4/18 木 パリ→コナクリ

3 4/19 金
日本大使館表敬、協力庁協力局及び漁業・養殖省表敬（I/R 説明）、

漁業・養殖省協議（計画の背景、要請内容等の確認）

4 4/20 土 水産流通状況調査、サイト視察（ケニアン、マディナ、ブルビネ等）

5 4/21 日 水産流通状況調査（キンディア小売市場等）

6 4/22 月 漁業・養殖省協議（類似案件進捗状況等）

7 4/23 火 漁業・養殖省協議（計画内容等）

8 4/24 水 漁業・養殖省協議（運営体制、維持・管理体制等）

9 4/25 木 討議議事録内容協議

10 4/26 金 討議議事録署名、日本大使館報告、コナクリ→パリ（官団員、佐々木）

11 4/27 土 パリ→ 現地再委託業務打合 パリ→東京（翌朝）[佐々木]

12 4/28 日 　→東京 ベースライン調査 東京→パリ　　[橋爪]

13 4/29 月 サイト調査（既存施設、周辺小売店舗等） パリ→コナクリ[橋爪]

14 4/30 火 サイト調査（周辺インフラ状況） 東京→パリ　　[椿、花田]

15 5/1 水 漁業・養殖省協議（計画内容等の詳細確認） パリ→コナクリ[椿、花田]

16 5/2 木 マディナ市場等の卸売活動の実態調査、アンケート調査試行

17 5/3 金 冷凍魚卸売量実数調査、小売市場での実態調査、受益者インタビュー等

18 5/4 土 現地再委託業務進捗状況検査、小売市場での実態調査

19 5/5 日 資料整理、水産流通状況調査(キンディア小売市場等)

20 5/6 月 漁業・養殖省協議（施設内容、運用方法等）、水産統計資料収集

21 5/7 火 漁業・養殖省協議（設備内容、運用方法等）、現地再委託業務進捗状況検査

22 5/8 水 漁業・養殖省協議（機材内容、運用方法等）、自然条件資料収集

23 5/9 木 アンケート調査、水産物輸送事情調査

24 5/10 金 アンケート調査、環境・衛生規準及び建設事情・積算資料収集

25 5/11 土 アンケート調査、建設事情・積算資料収集

26 5/12 日 団内協議、資料整理

27 5/13 月 漁業・養殖省協議（施設レイアウト案検討等）

28 5/14 火 漁業・養殖省協議（先方負担事項、予算計画等）、コナクリ市当局協議

29 5/15 水 漁業・養殖省協議（要員体制、維持・管理計画等)

30 5/16 木 冷凍魚卸売量実数調査、ベースライン調査、コナクリ大学等技術資料収集

31 5/17 金 ベースライン調査、現地再委託業務進捗状況検査

32 5/18 土 冷凍魚卸売量実数調査、小売市場補足調査、建設事情・積算資料収集

33 5/19 日 団内協議、資料整理

34 5/20 月 漁業・養殖省協議（追加確認事項、今後の作業行程等）

35 5/21 火 協力庁協力局及び漁業・養殖省協議（協議内容報告等）

36 5/22 水 現地再委託業務最終検査、補足資料収集 コナクリ→パリ[橋爪]

37 5/23 木 漁業・養殖省協議（総括協議） パリ→　　　　[橋爪]

38 5/24 金
日本大使館報告、

コナクリ→パリ[島田、石井、椿、花田]
　→東京　　　[橋爪]

39 5/25 土 パリ→　　　　[島田、石井、椿、花田]

40 5/26 日 　→東京　　　[島田、石井、椿、花田]
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（２）基本設計概要書説明時

調査内容
日数 月日 曜日

官団員 コンサルタント

1 8/19 月 東京→パリ

2 8/20 火 パリ→コナクリ

3 8/21 水 日本大使館、協力庁協力局、漁業・養殖省に表敬・報告（基本設計概要書説明）

4 8/22 木 漁業・養殖省協議（基本設計概要書内容詳細説明）

5 8/23 金 漁業・養殖省協議（要員計画、予算計画、先方負担事項等）

6 8/24 土 サイト補足調査

7 8/25 日 団内協議

8 8/26 月 討議議事録内容協議

9 8/27 火 協議議事録署名、日本大使館報告、コナクリ→パリ（官団員）

10 8/28 水 パリ→ 漁業・養殖省協議（補足資料収集等）、コナクリ→パリ

11 8/29 木 　→東京 パリ→

12 8/30 金 　　　　 　→東京
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資料３．　関係者（面会者）リスト

１．協力庁協力局

Mr. Mory KABA 事務次官

Mr. Sékouba BANGOURA 協力局長

Mr. Mohamed II CISSE 協力局副局長

Mr. Ahmed Tidiane KANE 二国間協力部長

Mr. Lamine TOURE EU 部長

Mr. Oumar SANE アジア課長

Mr. Aliou DIALLO アジア課職員

Ms. Pauline TURPIN アジア課職員

Mr. Mohamed KEÏTA アジア課職員

Ms. Makia CISSE アジア課職員

２．漁業・養殖省

Mr. Manssa Moussa SIDIBE 大臣

Mr. Mohamed Moustapha LY 事務次官

Mr. Ibrahima Sory TOURE 官房長官

Mr. Mamba KOUROUMA 戦略開発局長

Mr. Ismael KEITA 海洋漁業中央局長

Mr. El hadji Talhatou BARRY 零細漁業局長

Mr. Abdourahmane KABA ブスラ漁業調査センター所長

Dr. Alkaly DOUMBOUYA ブスラ漁業調査センター副所長

Mr. Thierno Aliou DIALLO 戦略開発局職員（案件担当）

Mr. Koikoi SAKOU 戦略開発局職員

Mr. Sékou Ahmed CAMARA 戦略開発局職員

Mr. Lamine CAMARA 戦略開発局職員

Mr. Thierno Souleimane DIALLO 戦略開発局職員

Mr. Isboulaye DIALLO 戦略開発局職員

Mr. Sékou TOURE 零細漁業局職員

Mr. Fode Momo CAMARA 零細漁業局職員

３．都市計画・住宅省

Mr. Sékou Damas TRAORE 開発計画部職員

Mr. Kalil SANGARE 開発計画部職員

４．経済財務省

Mr. Ibrahima BATHCHILY 公共投資局職員
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５．運輸・公共事業省

Mr. Faciuet KEITA 職員

６．コナクリ市当局

Mr. Mamadouba SYLLA 知事顧問

Mr. Isma ïl SAKKO 衛生サービス局長

７．元卸会社（民間）

Mr. Hassan HOTAIT COTRAG 社　社長

Mr. Ahmed KOBEISSI SONIT 社　漁業部長

８．在ギニア日本大使館

小松　久也 特命全権大使

久保田　一成 三等書記官
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資料６.　事業事前評価表

事業事前評価表

1.　協力対象事業名

ギニア共和国　コナクリ市ケニアン魚市場建設計画

2.　我が国が援助することの必要性・妥当性

(1)�我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性

　我が国は、これまでギニア国に対し、運輸分野における有償資金協力のほか、食糧、水供給、

教育分野等の基礎生活分野を中心とする無償資金協力、農業、通信・放送分野などにおける研修

員受入等の技術協力による援助を実施してきた。また、同国の構造調整努力に対する支援として、

86年度及び 88年度に合計 60億円の構造調整借款を実施したほか、99年度までに合計 44億円

のノン・プロジェクト無償資金協力を実施した。今後とも、同国の民主化、経済改革努力を支援

するため、基礎生活分野を中心に援助実施を検討していく方針である。

(2)�当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性

　ギニア国が策定した長期開発戦略計画「ギニア・ビジョン 2010」において、水産セクターは

国民への動物性蛋白質供給源、雇用の創出源、外貨の獲得源として有望なセクターとして位置付

けられ、水産資源の適正管理と持続的開発、小規模漁業の振興、養殖・内水面漁業の振興、エビ

養殖の重点開発、大規模漁業の振興の 5項目が開発戦略の要となっている。それらを踏まえ、

水揚・流通施設の整備、輸出用水産物の品質改善などが重点振興課題とされている。しかし、水

揚施設に関しては我が国やアフリカ開発銀行の支援により整備が進められてきたものの、流通施

設の整備は立ち遅れており、同国最大の水産物の消費地である首都コナクリでは、水産物の市場

施設が未整備のため、路上・露天で卸売り・小売が行われている。また、卸売総量の約 2割を

占める量の鮮魚を薫製原料として低価格で販売せざるを得ない状況も生じている。このような状

態の改善を図るため、コナクリ市内の水産物流通施設・機材の整備が優先課題とされている。

3.　協力対象事業の目的（プロジェクト目標）

水産物の商品価値の損失を低減させるとともに、より高鮮度の水産物の供給を図ること並びに

水産物の衛生状態の向上を図る。
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4.　協力対象事業の内容

(1)対象地域

　ギニア国コナクリ市

(2)アウトプット

　コナクリ市ケニアン地区において、冷凍魚・生鮮魚・薫製魚の卸売・小売を行う市場関連施設

及び関連機材が整備される。

(3)インプット

　[日本側]

1)�冷凍魚・生鮮魚卸売市場、薫製魚倉庫の建設

2)�冷凍庫、製氷・貯氷施設、冷蔵庫の建設

3)�小売施設の建設

4)�荷捌関連機材、衛生検査機材等の調達

5)�事務所、会議室、保健室、公衆トイレ等の運営管理施設の建設

6)�受変電設備、非常用発電設備、給水設備等の付帯設備の整備

7)�駐車場、排水路、ゴミ集積場等の外構施設の整備

　[相手国側]

1)�建設用地内の既存施設・障害物の撤去

2)�給電・給水一次側引込みの実施

3)�門塀、警備員小屋の建設

4)�事務所用家具類等の調達、電話線引込みの実施

(4)総事業費

　概算事業費 8.40 億円（日本側 8.21 億円、ギニア国側 0.19 億円）

(5)スケジュール

　詳細設計期間を含め約 16ヶ月の工期を予定。

(6)実施体制

　実施機関：協力庁協力局

　運営機関：漁業・養殖省の編成する運営組織体

　　　　　（運営開始 5年後以降、運営主体をコナクリ市当局へ逐次移管の計画）
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5.　プロジェクトの成果

(1)プロジェクトの裨益対象の範囲及び規模

　コナクリ市

　1)�直接受益者

本市場施設利用者約 2,500 人

　2)�間接受益者

本市場施設より供給される水産物を消費するコナクリ市内居住者約 160～180 万人

(2)事業の目的（プロジェクト目標）達成を示す成果指標

　卸売施設、卸売支援冷凍施設等の整備により、鮮度低下等のため薫製原料として販売せざるを

得ない冷凍魚の量が卸売総量に占める割合が、現状の約 20％から約 10%にまで改善される。

2002 年（実施前） 2004 年（実施後）

約 20% 約 10%

冷凍魚の鮮魚卸売と薫製原料卸売の平均的価格差が㎏当たり約 100GFであることから、上記改善

により、年間当たり約 1.05 億 GF（市場取扱量 30,000 ㎏/日×0.1×100GF×350 日/年）に相当す

る卸売過程における商品価値の損失が低減される。

6.　外部要因リスク（事業の目的（プロジェクト目標）の達成に関するもの）

(1)ギニア政府による十分な対応がなされず小売人の本市場への移転が進まない場合、プロジェ

クト実施による効果の発現に影響を与える可能性がある。

(2)施設運営開始 5年後に計画される運営主体のコナクリ市当局への移管の際、特に卸売支援冷

凍施設の運用技術に関する的確な技術移転が行われない場合、同施設の運用が滞り、プロジェク

ト実施による効果の発現に影響を与える可能性がある。

(3)天候等の影響により水揚量が減少した場合、市場取扱量に影響を与える可能性がある。
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7.　今後の評価計画

(1)事後評価に用いる成果指標

　本市場施設で取り扱われる卸売総量に占める薫製原料として販売せざるを得ない量の割合(%)。

(2)評価のタイミング

　2004 年以降。
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